共通計算機、原子核計算機、放射光計算機　３レンタル計算機システム統合案


計算科学センター次期計算機システム検討タスクフォース

1. 前書き

第５回計算機・ネットワーク運用委員会において、数年後に、大強度陽子加速器計画、スーパーKEKB、LHC実験など大型研究プロジェクトが開始されるため、これを踏まえた計算科学センターの次期計算機システムについて導入計画を検討する必要性が指摘された。同委員会での議論の結果、計算科学センターにおいて、各研究グループの将来計画を調査、整理し、次期計算機システムについての構想案をまとめることが要請された。運用委員会では、この案に基づき検討を続けることとなった。
また、上記案の作成にあたって、

1 契約形態について、買取り、レンタルそれぞれのオプションを検討する。

2 現在計算科学センターが運用している５つのシステムのいくつかをマージすることが想定されるが、関係する研究分野の将来計画を調査し、統合の方向・可能性を検討する。

3 電子メールなどの文房具的なツールの扱いについても検討する。

等々を調査検討することが求められた。
計算科学センターでは、渡瀬センター長により、現レンタル計算機システム運用担当者を主とする以下のメンバーからなるタスクフォースを組織し、この問題について調査および議論をおこない、次期システムに関する提言をまとめた。本「共通計算機、原子核計算機、放射光計算機　3計算機システム統合案」は、このタスクフォースによる報告書である。
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2. 現状システムの問題点

計算科学センターでは、レンタル契約によって共通計算機システム、Ｂファクトリー計算機システム、原子核物理計算機システム、放射光計算機システム、スーパーコンピュータシステムの合計５システム（以下計算機システムと呼ぶ）を、調達・運用している。これらのシステム運用にあたり、下記のような問題点（主にデメリット）があると考える。

（1） レンタル期間が長期であることのデメリット
計算科学センターで運用している計算機システムのレンタル期間は５年から６年である。これは、いわゆる半導体進歩のムーアの法則に当てはめて性能向上比に換算すると10倍から16倍にあたる。導入された計算機システムは、レンタル期間の後半では陳腐化が激しく、前半ではユーザーの将来の年々増大する需要を予期して導入をおこなうので、供給過剰のために使用率が上がらないという現状がある。そもそも５年の長期間にわたるユーザーの需要を予測すること自体困難であり、予測された需要の精度自体も悪いと言える。また計算機のトレンドの変化は速く5~6年に一度の更新では、それに伴って変化するユーザーの需要・要望にあったシステム変更が難しい。また、新規機能や機器の部分導入等のステップバイステップなシステム変更ができないため、テストも不十分なまま大幅な新規機能を導入しなければならないこともあり、運用上のリスクも大きい。同様な理由によりユーザーからは、計算機システムをレンタル契約ではなく買取りシステムとして欲しい旨の要望もある。

（2） システム数が多いことによるデメリット
調達に於いては仕様作成から、設置、運用安定まで長期（約２年）にわたり煩雑な調達手続き作業が必要である。システム数が多い現状では多数のマンパワーがこの作業に割かれている。各計算機システムは、そのユーザーグループが異なるため別々のシステムを使用しているが、必要な機能という観点からみれば同一な部分も多い。また機能は同じでも、提供メーカーが異なると製品としては別物で、管理者としては個々に使用の習熟や対応（バグフィックスなど）をしなければならない。
システムの利用率という観点からみると、５つのシステム毎にそれに対応するユーザーグループが固定されているため、あるシステムは資源が足りないのに、あるシステムでは使用率が低いことがある。各ユーザーグループの使用状況は、ユーザーグループのライフサイクルで時期によっても大きく変化するため、全体的に見ると、必ずしも資源が十二分に有効に使われているとはいえない。現状のシステムでも、ユーザーグループが相互に乗り入れることが必要に応じて行われてきたが、各システムでのOSや環境の違いなどから容易には相互利用が出来ない。

（3） PCとWSの性能差
近年、市場ボリュームが大きいエンドユーザー向けPCの性能が飛躍的に向上し、いわゆるSMP型のワークステーションとPCの価格性能比の差が、本体、周辺機器共に、PCが安価側で拡大しつつある。（ちなみに、高信頼性サーバ向けPCは、WSと較べて価格メリットはほとんどない。）このため一般ユーザーは、一台のPCまたは数台のPCをクラスターにすることにより手元にある程度まとまった計算能力を持つようになってきている。このような状況では、そこそこのCPU能力のみを必要とするユーザーはセンターのシステムを使う必要性がない。逆に、センターのシステムは個々のユーザーが小規模なPCクラスターを持つことでは満たせないような、大規模なストレージや計算能力を提供しないと存在価値がないといえる。　とはいえ、ユーザーとしても個々にPCクラスターを管理運用する物的人的コストは負担に感じているため、ユーザーの望む環境のPCクラスターをセンターが面倒を見る（提供する）といった、ファームホスティングの需要はある。

（4） 計算科学センターシステムのOSやコンパイラがユーザーの必要とする環境と異なる。
最近のHEP実験ユーザー解析環境の主流は、 PC/Linuxである。実際、CERNで今後開発するソフトウエアはLinux上で動作する（Solarisは参照OSとしてのみサポートされる）。　ただし、「Linux上での動作」といっても、それぞれの事情に応じて、特定のディストリビューション、特定のバージョンが必要な場合がある。

（5） 物質構造科学研究所では、独自で運用してきた放射光計算機システムがあったこと、また、実験解析については、計算科学センターがサポートしてきた高エネルギー実験のオフライン解析環境とは異なる、実験施設に直結した固有な計算機環境を用いてきた等の経緯がある。計算科学センターでは、今までは中性子分野や放射光分野の実験に対し踏み込んだサポートは行えなかった。しかし、この分野においても、例えば大強度陽子加速器計画では、現在1000倍以上のデータの取り扱いが必要になること、計算機環境がUNIX/Linuxでも対応可能な領域が広がってきたことから、このような分野の需要・要望も十分検討に入れる必要がある。

３. アンケートによるユーザーグループの需要動向

各研究所主幹を通して主だったプロジェクトグループにアンケートを配布し回答して頂いた（別紙１にアンケートの質問項目と回答者一覧及び2005-2010年の需要概略を示す）。その後、アンケートの回答から計算科学センター運用システムに対する大きな需要が望まれるユーザーグループに対してインタビューを行った。　
結果を大まかにまとめると、いわゆるスーパーコンピューターユーザーを除けば、次期 KEKB　計画の需要が突出して大きい。50GeV PS実験と ATLAS-Japan計画でのCPU能力、ストレージ容量の需要は次期 KEKBの約1/10程度である。放射光施設利用者や、統合計画でのパルス中性子源利用者、加速器設計のグループは、計算能力を自前でも用意しようとしているように見え、計算科学センターへの要求は現時点では流動的である。
また、これらの需要予想は全て長期にわたっており、かつプロジェクトの実施自体が未定なものもあり、不確定性が大きい。
単なる計算能力以外の要望もあった。例えばパルス中性子源グループ等からは、計算科学センターにハードウエアや一般的なソフトウエアの提供だけでなく、グループに固有なソフトウエアの開発へのコンサルティング、協力、共同開発など包括的な支援の要望がある。加速器研究施設からは、機構内のどこからでも、研究者のワークステーションであるUNIX、Windows、MACからアクセス可能なバックアップが保証されたファイルサーバや、ユーザー施設内に設置される高可用性ファイルサーバの要望がある。また、複数のユーザーグループからは、自己調達したPC及びPCクラスターのストレージ（バックアップ、アーカイブを含む）として使用できる大規模ストレージシステムをセンターで運用して欲しいという要望がある。

なお、計算機システムへの要望ではないが、その他に広域ネットワークを使ったコラボラトリーへの対応、海外、国内の大学との接続バンド幅の増強、所内に短期に滞在する研究者への持参PCへの接続環境の提供などの要望があった。これらの要望・質問事項に対しては、今後の対応予定について説明した。

４. 計算科学センターによる、レンタルシステムの今後に対する提案

「２．現システムに関する問題点」を鑑みると、B計算機システム、共通計算機システム、放射光システム、原子核システムを統合して、Linux PCクラスターを主CPU資源とする計算機システムを構築し、毎年需要に応じて増強して行くことが望ましいと思われる。

 しかしながら現実として、予算の執行方法をレンタル型から買取り型に変更することは困難と考えられるため、以下の基本方針を提案したい。

（1） 共通計算機システム、放射光計算機システム、原子核計算機システムの３計算機システムを統合して、２つの価格的にほぼ同規模のシステムとする。なお、Ｂ計算機システムは次期KEKBの計画が、どの程度承認されるかにより、需要規模が大きく変化するため、今回の３システム統合とは別枠とする。

（2） 上記統合後の２システムのレンタル期間はそれぞれ4年とし、相互の運用期間に2年間のオーバーラップがあるような二つの調達とする。　2つのシステムは性能「数値」（２年間のハードウエアの進歩を踏まえた増量）を除き、ほぼ同一の仕様として、仕様策定の労力の軽減を図る。ただし、2システムの供給元が同一の会社とならざるを得ないような仕様上の制約はしない。

（3） 計算サーバのハードウエアとしては、いわゆるPCクラスターを構築し、Linuxで運用する。但し以下に述べる事項に留意する必要がある。

1 Linuxはオープンな開発プロジェクトであり、ハードウエア提供メーカーが、ソフトウエアを含めた完全なサポートや長期間の動作保証ができない（同一部品の供給保証が不能なため）。

2 Linuxは基本的に個人のサーバ、ワークステーション用のOSであり、現段階ではセンター運用に適した機能がそろっているとはいえない。

3 本計算機システムでは、ユーザーの計算需要を満たすためには数千台程度のクラスターを構築する必要があるが、クラスターでのユーザー・プロセス管理、ファイル共有やデータマネージメントなど自前で解決すべき項目も多い。　従って、今までのように、ハードウエア提供メーカーによる、（自社）ハードウエア、（自社）ソフトウエアのサポートを受けるだけでは、柔軟な運用は不可能である。

4 計算科学センター主導での、システムＲ＆Ｄ、デバッグ、ソフトウエア開発が重要であり､かつこれらの作業及び、保守業務へのSEサポートが不可欠である。このような総合的なサポートを含む仕様を策定する必要がある。人的サポート、役務的業務をレンタル計算機システムの契約に含めることは、過去の調達では不可能であった。契約手続き上の課題である。

（4） ストレージは、ハードディスクを中心とし、2システム間では必要に応じて自由にユーザデータをコピーできるようにする。ユーザーは2年のオーバーラップ期間に自分の判断で適宜、必要なデータを移動する。ユーザーがシステム間のデータ・コピーを容易にするようなネットワーク接続やソフトウエアを整備する。「Enterprise Grid技術」を用いたシステム間の相互利用について検討、Ｒ＆Ｄを行い、有効であれば取り入れていく。

（5） テープデバイスは、バックアップ、外部とのデータのやりとり等のみに使用するに留め、大規模で多数のドライブを有するテープライブラリは導入しない。ただし、（４）、（５）項に述べたストレージの資材及び方針については、今後の技術動向を見て判断する。

（6） 計算科学センターの共通計算機システムでは、今まで多人数・長期間に渉る 高エネルギー実験のオフライン解析に焦点を合わせた環境を提供してきた。統合された計算機システムでは、比較的小人数・短期間で行われる物質構造解析のようなオフライン解析とオンライン解析の区別があまり判然としない環境をもサポートできる体制を考える。

（7） 今回の統合に於いて、ユーザーグループ間で共有でき得ない機器については、別途留意することが必要である。例えば放射光計算機システムでは、放射光施設に特有な計算機をその範囲に含んでいる。

５．その他の議論

次期システムタスクフォースでは、このほか以下の項目についても議論された。

· 3計算機システムをレンタル契約でなく、買取り契約によって調達することについて。
予算事務上、レンタル契約であるものを買取り契約に転換することは困難で、一旦、レンタル契約の予算を返上して、別途、買取り契約の予算を要求していく必要がある。この場合、転換後の予算が確保されるとは限らない。
また、レンタル契約で調達することについて、以下のような利点があることが指摘された。

· レンタル契約では、供給業者よりハードウエア、ソフトウエアの提供を受けるのみではなく、機能の提供を受けている。従って、ハードウエア保守やソフトウエアのバージョンアップ、システムエンジニアによる運用支援等が含まれている。買取りの場合は、それぞれが別契約となってしまう。機器調達の際は良いが、保守の予算が毎年確保できるとは限らず、調達後の運用に困難が伴う。又、運用支援などの役務的業務についても、業務の継続性、機器やソフトウエアへの習熟の観点から、機器と一体となっているレンタル契約が最適である。

· 計算機技術の進展に伴い、計算機機器は3~4年で研究の最前線では使用に耐えなくなるが、買取り契約の場合は6年間廃棄できない。従って、数年間は使用していない機器を保管する必要がある。また、廃棄の際には処分費用が別途必要である。

· レンタル調達の場合、ある程度の予算規模の調達であり、長期間にわたって運用が継続される（4年レンタルなら4年間契約と運用が続く）ため、供給業者が自社製品のシンボル的ユーザーとして、その調達を重視し、比較的大きな値引きを得ることが期待できる。

· 機構内ネットワークシステムを計算機システムのレンタル契約と一体化することについて。

ネットワーク保守の予算は大きく、これを毎年確保することが大きな負担となっている。またネットワークを安定保守するため、これを今回のレンタル契約システム統合に含めてレンタル契約にできないかとの議論があった。
国立情報学研究所ではネットワーク施設を短期間のレンタル調達としており、可能性はあるが、複雑なKEKのネットワークシステムを単独でなく、計算機システムの調達と併せて行うのは適切ではないとの結論に達した。

· スーパーコンピュータシステムを、今回の統合案に含めることについて

ベクトル計算専用機は今後なくなり、コモディティーハードウエアのクラスターとなっていく傾向である。そこで、スパコンは今回の統合に含めないのかとの議論があった。計算ノード間の接続方法が、バンド幅のみ重視か、低遅延も重視するのかでハードウエアは（コストパフォーマンスを含めて）異なるのではないかという意見もあり、現時点では技術的にも流動的であるので、今回の提言には含めないこととした。

· 電子メールや、ワープロなど文房具ツールの取り扱いについて

「計算処理（インターラクティブ処理を含む）を行う計算機に、文房具ツールを用意していくのは効率が悪い。」「ほとんどの研究者が自分のPCを持っているので、それらをサポートする方が良い」という議論があった。また、現在メールサーバ Postが、共通計算機のレンタル契約の一部として調達されているが、今後これをどう扱って行くかについて議論された。
この問題については実際の仕様策定の際に、その時点での状況で検討したほうがよいこと、また、Postシステムについては別に議論したほうが良いという意見が多かった。そのため、この件については、今回の提言に含めないこととした。

６．まとめ

計算科学センター次期システム検討タスクフォースは、貴委員会の要請に対して以下の主旨の提言をまとめた。現在の共通計算機システム、原子核システム、放射光システムの3システムを統合して、2つのシステムとし、相互に2年ずらした、期間４年のレンタル契約システムとして調達、運用する。なお、この統合システムの最初の導入時期は、現共通計算機システムの更新時期である 2006年初頭を予定している。

以上

